
平成 30年度「つながる食育推進事業」成果報告書 

 

 

１ 取組テーマ 

 

【ポイント】 

 

２ 推進委員会の構成 

「つながる食育推進委員会」（三春町教育委員会と合同開催）  

委員長   三春町立三春中学校長 

副委員長  新地町立新地小学校長 

委 員   

受託者名 福島県 

モデル校名称 新地町立新地小学校 

対象学年及び人数 全学年 １９１人 

栄養教諭等の配置 平成２８年度から栄養教諭が１人配置 

「さわやかだ！」をスローガンに、学校 ・家庭 ・地域の連携による 

食を中心とした生活習慣の改善と健康課題等の解消  

 

学校・家庭・地域が連携しながら、「さわやかだ」を基盤とした食に関する指導や食育講座、食育講

演会等を実態に基づいて実践していけば、家庭での食習慣・生活習慣の見直しが図られ、栄養バランス

や生活リズムの乱れ、児童の摂取・消費エネルギーの不均衡状態が改善されるとともに、児童・保護者

の「健康なからだづくり」に対する意識の向上や肥満・痩身傾向児の出現率の低下が期待できる。同時

に学校給食や食に関する実践の中で安心・安全な地場産物の有用性をアピールしていくことで、食べる

喜びや郷土愛の育成、根強い風評被害の払拭が期待できる。 

 

事業展開の軸は、以下の３つとする。 

 

（１）「さわやかだ」「地場産物活用」を基盤とした食に関する指導や食育講座、食育講演会の充実と

学校・家庭・地域との連携強化 

「さ…魚  わ…和食  や…野菜  か…海藻  だ…だし、大豆製品」  

  (東京家政学院大学の原光彦教授が提唱している「さわやかダイエット」を参考) 

（２） 学校・家庭が連携し、全児童対象で実施する健康活動「すこやか」や肥満・痩身傾向児対象の個

別健康指導「すくすく教室」の充実 

 

（３） 学校給食での地場産物活用の推進と家庭への啓発活動の充実 

 
これらの事業を、新地町教育委員会の協力の下、栄養教諭を中心にモデル校で事業を展開し、児童・

保護者が様々な体験的活動を通して主体的に「食と健康」に関わることで、肥満傾向児出現率を１０％

以下、痩身傾向児出現率ゼロ及び健康関連データ、児童や保護者の「食と生活」に関する意識の向上、

学校給食での地場産物活用率の向上をきっかけとした家庭での地場産物活用率の改善を目指す。 

 



・医師               ・桜の聖母短期大学教授 

・郡山女子大学准教授           ・公立大学法人会津大学短期大学部准教授 

・福島県ＰＴＡ連合会代表         ・福島県学校保健会養護教諭部会長 

・福島県学校給食研究会栄養士部会長    ・（公財）福島県学校給食会専門栄養技師 

・三春町教育委員会栄養士      ・新地町教育委員会課長補佐兼指導主事 

・三春町立三春中学校栄養教諭    ・新地町立新地小学校栄養教諭 

・福島県教育庁健康教育課課長    ・福島県教育庁健康教育課主幹 

・福島県教育庁健康教育課主任指導主事・福島県教育庁健康教育課指導主事 

・福島県教育庁県中教育事務所指導主事・福島県教育庁相双教育事務所指導主事 

「新地町食育推進委員会」 

  委員長 新地町教育委員会教育長 

  委 員 

・東京家政学院大学健康栄養学科教授    ・管理栄養士（地元出身・料理研究家） 

・福島県教育庁健康教育課指導主事      ・福島県教育庁健康教育課指導主事 

   ・福島県教育庁相双教育事務所指導主事     ・新地町役場教育総務課長 

    ・新地町役場教育総務課長補佐兼指導主事  ・新地町健康福祉課栄養士 

    ・新地町食生活改善推進会長               ・新地町立新地小学校栄養教諭 

    ・新地町立新地小学校長            ・新地町立新地小学校養護教諭 

    ・新地町立尚英中学校長（小中連携）    ・新地町立尚英中学校養護教諭  

    ・新地町立新地小学校ＰＴＡ会長        ・新地町立駒ケ嶺小学校養護教諭 

    ・新地町立新地保育所長（保小連携）    ・新地町立福田小学校養護教諭 

３ 連携機関及び連携内容 

 

４ 取組前のモデル校の状況 

（１）これまでの食育の取組状況 

平成２８年度からモデル校に栄養教諭が配置され、同校長が食育指導部会長であったことから町

食育推進事業の中心的役割を果たしている。モデル校栄養教諭は、震災後、食生活・生活リズムの

乱れ等から生じた食を含む生活習慣の乱れを改善するため、担任や養護教諭と連携しながら「さわ

やかだ」を基盤とした食に関する指導を実施している。他にも地元に料理関係者等による食育講座

や大学教授等の専門家を招聘した食育講演会を企画し、保護者や地域と連携しながら食習慣・生活

連 携 機 関 名 連 携 内 容 

東京家政学院大学健康栄養学科 食育講演会の講師及び事業アドバイス、検証 

新地町食生活改善推進員 食育講座の運営協力等 

ＪＡふくしま未来 新地総合支店   体験学習、食材の放射線量測定、食材指導 

相馬双葉漁業協同組合 体験学習、出前講座、水産物の安全管理 

㈱フードスタジオマンマ 食育講座の講師及び事業アドバイス 

AL FIORE（アルフィオーレ） 食育講座の講師及び運営協力 

キッチンマム 食育講座の講師及び運営協力 

根っこの会(新地産蕎麦研究会） 親子体験学習の講師 

新地町農林水産課 生産者との連携 

福島県水産試験場相馬支場 地元産魚介類使用への指導助言 

福島県相双農林事務所 地場産物活用事業への指導助言 



習慣の改善を推進してきた。その結果、児童の約９５％が「さわやかだ」を理解しているなど、食

に対する意識の向上や正しい知識を身に付けた姿が見られるようになった。 

    震災後８．６％まで激減した学校給食での地場産物活用率を回復するため、献立に地場産物を積

極的に取り入れたり、地場産物の安心・安全を周知するため検査結果を積極的に公開したりして、

地場産物活用率の向上に取り組んできた。その結果、年々活用率が増加し、平成２９年１１月現在

で約５３％まで向上している。平成２９年度に学校給食に取り入れた地元の食材は、地元産コシヒ

カリ、新地産の旬の野菜・果物類、地元魚介類は１１種類まで拡充している。しかし、家庭の地場

産物活用状況をみると、震災後の根強い風評被害等により伸び悩みがみられ、震災前の水準に戻っ

ていない。 

その他の活動としては、全校児童が６年間継続して取り組む健康活動「すこやか」、児童会活動

での食育委員会による「食育クイズ」や「すこやか」の実施の呼びかけなどを行っている。また、

体育部との連携しながら、休み時間に校内マラソンや鉄棒や雲梯などを使った運動や柔軟体操を奨

励する「新地ストロング」のように、学校全体で生活習慣や運動習慣の改善に取り組んでいる。 

   ＰＴＡ活動では、町保健センター栄養士を講師にした親子食育教室、地元出身の著名シェフや料

理研究家を講師にした親子調理体験活動を実施し、「さわやかだ」食材及び地場産物を活用した親

子調理体験も推進している。 

   

（２） 学校の課題 

平成２９年度の健康関連データや「食と生活」に関する意識調査等の結果から、次のような実態が明
らかになった。 

 

・肥満傾向児の出現率は減少傾向にあるものの全国平均と比較して高い水準にある（H29.12 12.2%） 

・痩身傾向児２名の肥満度変容（６月・１２月比較）が低く、あまり改善がみられていない。 

・生活習慣の乱れによるテレビやゲーム等を利用している時間「２時間以上」及び、就寝時刻「午後
１０時以降」の児童の割合が増加し、１日に６０分以上体を動かす児童の割合が減少している。 

・家庭での地場産物活用率の低迷と学校給食における地場産物活用率の向上（H29.11 52.9%） 

 

以上のことから、「さわやかだ」型食生活や「地場産物活用の推進」を基盤に和食を中心とした食生

活について見直し、睡眠時間の確保やメディアと付き合い方、運動習慣の定着などの生活習慣の改善、

学校給食での地場産物活用率の向上をきっかけに震災後低迷している家庭での地場産物活用率の改善に

ついて、学校、家庭、地域が連携協力しながら取り組んでいく必要がある。 

 

５ 評価指標の設定について 

（１） 共通指標について 

① 児童生徒の食に関する意識に関すること 

ア 朝食を食べることへの価値 

イ 共食をすることへの価値 

ウ 栄養バランスを考えた食事をとることへの価値 

エ ゆっくりよく噛んで食べることへの価値 

オ 食事マナーを身に付けることへの価値 

カ 伝統的な食文化や行事食を学ぶことへの価値 

キ 食事の際に衛生的な行動をとることへの価値 

② 朝食を欠食する児童生徒の割合 

③ 児童生徒の共食の回数 

④ 栄養バランスを考えた食事をとっている児童生徒の割合 

  ※ 共通指標は、児童生徒アンケートによって測定する。 

（２） 仮説検証のための独自指標 

① 肥満傾向児出現率の低下 → １０％以下 (４月、１２月身体計測） 

② 生活リズムの改善（６月・１１月比較） → 午後１０時までに就寝する児童の増加 

                        メディアとの接触２時間未満の児童の増加 

                        １日６０分以上体を動かす児童の増加 

③ 学校給食での地場産物活用率の向上    → ６０％以上（Ｈ２９年１１月 ５２．９％) 



６ 実践内容（評価指標を向上させるための仮説（筋道）を含めて） 

【仮説１】 

児童・保護者対象のＢＤＨＱ及び「食と生活」に関する意識調査（町独自）の結果から課題を明らか

にし、学校・家庭・地域が連携しながら「さわやかだ」を基盤とした食に関する指導や食育講座、食育

講演会等を実践していけば、家庭において健康的な食習慣・生活習慣の見直しが図られ、栄養バランス

や生活リズムの乱れ、児童の摂取エネルギーと消費エネルギーの不均衡状態が改善されるとともに、児

童・保護者の「健康なからだづくり」に対する意識の向上や肥満傾向児・痩身傾向児出現率の低下が期

待できる。 

 

【仮説２】 

学校給食や食に関する指導、食育講座等の中で、学校・家庭・地域が連携しながら、安心・安全で新

鮮かつ栄養価が高い地場産物の有用性をアピールしていくことで、児童の食べる喜びや郷土愛の育成、

保護者の地場産物活用への不安軽減や風評被害の払拭が期待できる。 

 

【実践内容】 

 仮説検証のため、以下の３つの軸を中心に事業を展開した。 

（１）「さわやかだ」「地場産物活用」を基盤とした食に関する指導や食育講座、食育講演会の充実と

学校・家庭・地域との連携強化 

「さ…魚  わ…和食  や…野菜  か…海藻  だ…だし、大豆製品」  

  (東京家政学院大学の原光彦教授が提唱している「さわやかダイエット」を参考) 

（２） 学校・家庭が連携し、全児童対象で実施する健康指導「すこやか週間」や肥満・痩身傾向児対

象の個別健康指導「すくすく教室」の充実 

（３） 学校給食での地場産物活用の推進と家庭への啓発活動の充実 

  ※これらの事業を効果的に展開する際に、新地町の特長であるICTを積極的に活用していく。 

 

課題解決のために、２つの仮説とそれに基づいた３点の実践内容について取り組み、食生活・生活習

慣の改善及び学校給食・家庭での地場産物活用率の向上を目指した。 

 

【実践内容について】 

（１）「さわやかだ」「地場産物活用」を基盤とした食に関する指導や食育講座、食育講演会の充実と

学校・家庭・地域との連携強化 

 

① 栄養教諭が中心となって家庭や地域、関係機関と連携して行う食育講座・食育講演会の充実 

相双漁業協同組合新地婦人部、だしの素のマルトモ(株)、地元のパンコーディネーター（日本パン

コーディネーター協会認定）、地元のおさかなマイスター（日本お

さかなマイスター協会認定）などの地元の専門家を講師として招聘

し、計４回の食育講座を実施した。実施の際に栄養教諭が中心とな

って地元産の「さわやかだ」食材を活用した調理体験になるようコ

ーディネートしたことで、児童や保護者、地域の方々に「さわやか

だ食材」や「地場産物活用」の良さをアピールすることができた。

また、４回の食育講座を新地町内の小中学校保護者にも参加を呼び

かけ、地域との連携も積極的に図ることができた。 

 



６月に実施した相双漁業協同組合新地婦人部の協力による４学年食育講座「地元産小女子やたこや

ニラを使った野菜たっぷり海鮮チヂミづくり」では、授業参観に合わせて開催したことで児童３１名

の他に３０名近い保護者が参加し、地元の野菜と魚介類を使って家庭で気軽に作ることができる「さ

わやかだメニュー」を学ぶことができた。また、小女子やたこを含

む地元の魚介類の安全性を理解してもらうため、県水産事務所職員

を招き、食育講座の前半１５分で「福島県沖の水産物の安全性」に

ついての講話を実施し、県水産事務所と連携しながら地元魚介類の

安全性を参加者にアピールすることができた。安全性をアピールし

ながら地元産食材を積極的に活用したことで、参加した児童や保護

者から「またつくってみたい」「家族にもごちそうしたい」「地元

魚介類の安全性を確認できた」などの「さわやかだ」の実践や「地

場産物活用」につながる感想を多くいただくことができた。 

大学教授や小児肥満の専門医を招聘した食育講演会（年２回実施）では、７月に小児肥満及び生活

習慣の改善等について福島県をリードされている小児科医の菊池信太郎先生、１１月には新地町の食

育スローガンのもとになった「さわやかダイエット」の提唱者で小児肥満指導の第一人者である東京

家政学院大学教授原光彦先生を講師に招き、４年生以上の児童とモデル校保護者を含む新地町内小中

学校の保護者に呼びかけて実施した。 

１１月の原先生による講演会では、新地町独自で実施している

「食と生活のアンケート」の結果及びＢＤＨＱの分析結果を基に

「新地のこどもはさわやかだ！〜さわやかだ食材の有効性とメデ

ィアの付き合い方～」という演題で講演していただいた。小学生

にも分かりやすい内容だったため、「さわやかだ」の科学的な根拠

や睡眠や運動習慣の大切さについて理解することができた。参加

児童からは、栄養バランスの取れた食事の大切さばかりでなく、

メディアとの接触時間を減らすことの理由、規則正しい生活習慣

の重要性等について理解することができたとの感想が見られた。

原先生の講演では、小学生にも分かりやすい内容で、「さわやかだ」の科学的な効果や睡眠・運動習慣

の大切さについて説明していただき、児童は栄養バランスのとれた食事の大切さと規則正しい生活習

慣の重要性について再認識することができた。 

食育講座・講演会以外にも、７月には町保健センター栄養士を講師に招いて実施した親子食育教室、

１１月には新地町出身の著名イタリアンシェフや地元の料理研究家、蕎麦名人を招聘して親子調理体

験活動を実施した。これらの事業を通して、学校・家庭・地域が直接つながりながら食に対する関心や

地場産物活用への理解を深めることができ、参加者だけでなく、協力していただいた方々からも大変

好評だった。 

 栄養教諭による食に関する指導では、１学年から６学年まで計６回、担任や養護教諭と連携しなが

ら実施した。１学年では、生活科で新地町特産の「そら豆」を「剥く・茹でる・食べる」体験をした。

２学年では、朝の時間を活用してグリーンピースの豆剥きをしたものをグリーンピースご飯にして食

べる体験を実施した。３学年では、学級活動において嫌いな食物を食べるための工夫について考え、タ

ブレットで級友と交流しながら、各自の考えを広げることができた。４学年では、養護教諭と連携しな

がら生活習慣病を予防するために必要なことについて、タブレットで級友と交流しながら各自の考え

を広げ、「食事・運動・睡眠」が大切であることを主体的に学ぶことができた。５・６学年では、学級

活動でＢＤＨＱの個票を基づいて栄養教諭が「正しい食生活」「生活習慣の大切さ」について指導し、

児童一人一人が自分の実態から「健康的な食習慣」について考えることができた。 

  

② 児童・保護者対象に実施したＢＤＨＱ（簡易型自記式食事歴法質問票）結果の活用 

６月実施のＢＤＨＱの結果を東京家政学院大学教授の原光彦先生に分析を協力していただき、以下

の実態が明らかになった。 

（ア）ショ糖（砂糖に含まれる糖分）の摂取量と肥満度は負の相関 

ショ糖を摂取する量が増えると肥満になる傾向が見られるが、モデル校では肥満傾向のある児童

ほどショ糖の摂取量が低いことが分かった。 

平成２８年度から「さわやかだ」を中心に町全体で食育を推進してきたことや個別の肥満指導「

すくすく教室」に継続的に取り組んできた成果を確認することができた。 



（イ）コレステロール及び食塩の摂取量と肥満度は正の相関  

コレステロール及び食塩の摂取量と肥満度に正の相関が

見られた。また、摂取エネルギー量にも同様の傾向が見ら

れた。塩分の摂り過ぎは、高血圧の要因となり心臓病や脳

卒中などの生活習慣病につながる恐れがあるだけでなく、

塩分の摂り過ぎにより食欲が刺激され、必要以上のエネル

ギー分を食べてしまう過食傾向にあることが分かった。  

９月から野菜の摂取やだしの活用を意識した「さわやか

だ」型食生活による「減塩キャンペーン」を行い、食塩摂

取量やコレステロール摂取量等の改善のために、町食育広

報紙「食育しんち」に減塩チェックリストや減塩レシピ等

の掲載、モデル校での親子体験教室で「だしを効かせた塩

分濃度０．５％みそ汁」の体験コーナーの設置、新地町健

康福祉まつりにおいて食生活改善推進員による減塩の呼

びかけなどを地域ぐるみで行った。 

１２月に実施したＢＤＨＱの結果では、塩分摂取量に改

善が見られなかったものの、食物繊維摂取量の増加や脂肪

エネルギー比率の減少が有意に見られた。減塩への呼びか

けにより、野菜類を多く摂取する傾向がみられるようにな

り、「さわやかだ」をスローガンにした食育への取組の成果

を確認することができた。 

 

③ 家庭（特に食育講座や食育講演会等に参加できなかった家   

庭）との連携強化 

食育講座や食育講演会などの実施については、町食育広報

紙「食育しんち」や食育講座・講演会毎に案内文書を配布し、町内小中学校の全保護者に周知して

いる。さらに、新地小学校と連携協力校である尚英中学校で行われる食育講演会についても同様に

案内文書を配布して参加を呼びかけ、町内小中学校の保護者が参加できるようにしている。 

   さらに新地町では、町教育委員会ホームページにおいて食育講座・食育講演会などに参加できな

かった保護者や地域住民のために、講演会で使用したプレゼ

ンテーションスライドや講演のダイジェスト動画、食育講座

で使ったレシピなどを配信している。特に、講演のダイジェ

スト版は単なる講演動画記録を短くまとめたものではなく、

講師に依頼し、参加できなかった保護者に伝えたい内容を精

選してもらい、講演後に５分〜１５分程度の内容を別撮りし

たものを公開している。参加できなかった保護者からは「短

時間で視聴できる」「講演の振り返りで活用しやすい」など

の感想をいただいた。当日参加できなかった保護者の方はも

ちろんのこと、町内小中学校の保護者も視聴でき、家庭や地

域との連携、学校間の連携強化に大変役立っている。 

 

④ 実践した内容の家庭・地域への周知の工夫 

食育講座・講演会で学んだことを、児童が保護者に伝

える「食育ニュース」という学習カードを作成し、児童

の授業感想とそれを読んだ保護者がコメント記述する

ことで実践内容の周知を図った。学習カード「食育ニュ

ース」を配布する際は、食育講座で使用したレシピを添

付したり、当日の様子やダイジェスト版動画をアップし

た新地町教育委員会ホームページのＱＲコードを追加

したりして、児童の感想では伝わらない部分をＩＣＴで

補足できるよう工夫した。保護者のコメントからは「添

菊池医院長 
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付されたレシピをさっそく調理してみた」「今度子どもたちとつくってみたい」「専門家による講演

が大変参考になった」等の肯定的なコメントをいただき保護者への周知に大変効果的だった。 

 

⑤ 栄養教諭を講師にして実施する食育プログラミング学習 

モデル校では、５学年家庭科のみそ汁の調理実習後に、発展的   

に取り組む「わが家のみそ汁をつくり」の活動において、プログ

ラミング学習を導入した。児童が食育と関連させながら主体的に

取り組むことができるように、新地町特産のニラなどを取り入れ

た「さわやかだみそ汁づくり」にチャレンジできるプログラム内

容を工夫した。今回はタイムソフト合同会社と新地町が共同で開

発したスクラッチを使い、スクラッチ上でオリジナルみそ汁づく

りのシュミレーションができるようにした。プログラムを作成

し、みそ汁に入れる具材の切り方や煮る順序を試行錯誤しながら

学ぶことができ、プログラミング体験を通して調理実習で学んだ

具材の正しい切り方・調理順序を定着させることができた。 

実際の授業では、栄養教諭が講師となって進行したことで、食

育や教科のねらいに沿った内容を実施できた。また、完成したオ

リジナルみそ汁のプログラムを家庭に持ち帰って実際に調理し

保護者からオリジナルみそ汁の感想をもらうようにしたことで、

家庭との連携を深めながら日常生活における実践力を高めるこ

とができた。 

 

（２） 学校・家庭が連携し、全児童対象で実施する健康指導「すこやか週間」や肥満・痩身傾向児対

象の個別健康指導「すくすく教室」の充実 

 

① 肥満・痩身傾向児童対象の個別健康指導「すくすく教室」の充実 

新地町では、平成２６年度から肥満度＋２０％以上と―２０％以下の児童生徒を対象に個別の健康

指導を実施している。内容は、毎月身長と体重を測定し、肥満

度の変化をグラフに記入することで見える化を図っている。ま

た、測定結果から児童が食生活や生活習慣を振り返り、それに

対して保護者がコメントすることで家庭との連携を図ってい

る。夏休みなどの長期休業中は生活リズム等が乱れやすいこと

から、以下の８つの指導項目を設定し、児童が毎日振り返り、

保護者が確認することで正しい食習慣と生活リズムの定着を

目指している。 

 

〈すくすく教室 指導８項目〉 

ア ３食を規則正しく食べる       イ ゆっくりよくかんで食べる 

ウ おやつは決めた時間と量を食べる   エ 夕食後、おやつ、夜食をとらない 

オ 適度に運動する           カ すくすく体操３に取り組む  

キ 「さわやかだ」食材を意識して食べる ク お茶や水を飲み、ジュースを控える 

    

「すくすく教室」における運動習慣の定着を支援するた

め、小学生低学年でも取り組める「すくすく体操３」を作

成し、夏季休業前に町教育委員会ホームページで説明動画

及び学習カードを公開した。「すくすく体操３」は、体を

動かすことが苦手な肥満傾向児でも家庭等で楽しく実施

できるように、１人用とペア用の２パターンを用意し、友

達同士や兄弟、保護者らと一緒にゲーム感覚で楽しみなが

ら取り組むことができるように工夫している。「すくすく

教室」対象児童は、夏休み・冬休みなどの長期休業中に「すくすく体操３」に取り組むなどして、家庭

での運動不足の解消、運動習慣の形成に役立った。また、町食育広報紙「食育しんち」に説明動画にア

すくすくカードで家庭と連携を強化 

すくすく体操で家庭等での運動を推奨 



クセスできるＱＲコード付き紹介記事を掲載し、対象児童以外の児童生徒や町内小中学校の保護者に

も周知することができた。さらに、町民への啓発活動として、１１月に行われた町健康福祉まつりの食

育実践紹介コーナーにおいて「すくすく体操３」のＡＲ教材を掲示・配布して、地域との連携も図るこ

とができた。 

    

② 全学年対象の健康活動「すこやか」の充実 

モデル校では、全校児童を対象にして６年間継続して取り

組む健康活動「すこやか」を６月、９月、１０月、１１月、

２月の年５回設け、全校を挙げて実施している。内容は、実

施月に「すこやか週間」を設定し、期間中に児童が食習慣・

生活習慣・運動習慣の３観点でめあてを設定し、学級担任や

保護者から実施結果についてコメントをもらうことで、学校

・家庭の連携による食習慣・生活習慣・運動習慣の改善を目

指している。より主体的な取組になるよう、児童会活動の一

環として食育委員会や保健委員会、体育委員会が積極的に呼

びかけも実施している。呼びかけについては、食育・保健・体育委員会が実施月ごとに分担しながら食

習慣や睡眠の確保、運動習慣の定着に関するＰＲビデオを作成したり、クイズ大会を実施したりして、

児童が楽しみながら意欲を高めるようにしている。 

健康活動「すこやか」での運動習慣定着のためのサポートについては、文部科学省「幼児期運動指針

実践研究」に参加され「幼児用運動遊び」の第一人者である堀内亮輔先生（社会福祉法人葛飾福祉館運

動保育士）を講師に招いて、すこやか用運動遊び「からだを

動かして遊ぼう」を開発し、児童及び教員向けの講習会を実

施した。今回開発した「からだを動かして遊ぼう」は、親子

で楽しく取り組むバージョンと友達とペアになって取り組

むバージョンがあり、運動遊びを通していろいろな動きを身

に付けながら運動に親しむことができる内容になっている。

天候が悪い日の休み時間や放課後子どもクラブなどで取り

組む姿が多く見られ、楽しみながら運動量を増やし、児童期

に必要な「基本の動き」を身に付けることに役立っている。 

 

（３） 学校給食での地場産物活用の推進と家庭への啓発活動の充実  

 

① 食材検査の継続と地場産物活用の有用性の周知 

 モデル校栄養教諭が町内小中学校の給食献立を作成しているため、栄養教諭を中心に町全体で地元

産の米や野菜、魚介類などを積極的に活用している。町内の食材検査体制については、新しい地元産食

材を使用したり、新地産の食材を多く利用したりする日を対象に、毎月２回程度、新地町役場農林水産

課で事前検査を実施している。その他にも、モデル校では栄養教諭が使用する食材の事前検査と産地

確認を毎日行っている。このような継続的な食材検査により、学校給食の安心安全が確保されている。

中でも地元産魚介類の検査については、市場での検査、モデル校での事前検査、使用当日の直前検査と

計３回実施し、安心安全をより確実なものにしている。 

 町の検査体制及び結果については、町食育広報紙「食育しんち」で掲載することで地場産物の安全性

の周知し、地場産物の活用促進に役立っている。今年度の掲載

内容については、第１号が検査体制の周知、第２号からは学校

給食や食育講座で使用する地元産のあじやたこ、ほっき貝、カ

レイなどの魚介類の検査結果を随時掲載し、地元魚介類に対す

る不安感の払拭に努めた。地場産物の有用性については、食育

講座や親子食育体験活動に参加した保護者に対して地場産物活

用の良さを紹介したり、町食育広報誌「食育しんち」で調理体

験の様子や児童の感想を紹介したりして、保護者や地域へ周知

に継続的に取り組んでいる。 

 

 

すこやかカードで自己マネジメント力を育成 

楽しみながら運動に親しむために開発 

町食育広報紙で食材の安全性をアピール 



② 地元生産者との連携強化 

 モデル校栄養教諭が新地町在住であるメリットを生かして、

地元生産者や給食食材仕入れ業者、市場関係者らとの連携強化

を図っている。栄養教諭の積極的なコーディネートにより学校

給食で使用する地場産物の数量を確保でき、学校給食での地場

産物活用率が７５．７％まで向上した。これは、県内給食施設

の中で第４位、震災後風評被害が著しい浜通りの中でも突出し

た活用率となっている。１月には、これまでの地場産物活用推

進に対する功績が認められ福島県主催「第４回ふくしま地産地

消大賞優秀賞」の受賞に至った。また、栄養教諭の働きかけによ

り、地元魚育関係者と連携して、町特産である小カレイの丸ごと

唐揚げの上手な食べ方を紹介する動画教材を作成し、町食育広

報紙「食育しんち」や教育委員会ホームページで紹介することが

できた。今年度、地場産物のアピールのために公開した動画教材

は、相双漁業協同組合新地婦人部による地元産小女子やたこの

ＰＲ、県水産事務所員による福島県沖魚介類の安全性、おさかな

マイスターによるカレイの食べ方の３コンテンツである。これ

らの動画は、町内小中学校の食育や地域学習で活用されている。 

 

③ 地場産物を活用した「さわやかだ」レシピの普及 

 新地町では、平成２６年度ＳＳＳ事業から「わが家のおすすめ料理」コンテストを開始し、平成２８

年度からは「さわやかだ食材」と「地場産物活用」を募集条件に加え、今年度で５年目を迎えた。今回

からは、「メイン料理部門」に加えて、忙しい朝にも役立つ「朝のおかず・お汁部門」を追加し、５周

年を記念して事業内容を拡充した。今年度の募集数は、メイン料理部門４３点、朝のおかず・お汁部門

５４点、計９７点のレシピが集まり、前年度より約４７％増となった。モデル

校の応募は、メイン料理部門２７点、朝のおかず・お汁部門３２点、計５９点

が集まり、全体の約６割を占めるなど、モデル校ならではの食育に関する関

心・意欲の高さが表れていた。応募レシピの内容についても、地元の食材を使

ったレシピが９５．０％、和食を意識したレシピが５４．６％、野菜を３種類

以上使ったものが３６．０％と中身の充実が見られている。 

 入賞レシピについては、町食育広報紙「食育しんち」への掲載、１１月の町

健康福祉まつりでの入賞者表彰、町内全戸配布食育パンフレットでの紹介を

通して、家庭だけでなく、地域への普及・推進を図っている。最優秀賞・優秀

賞レシピについては、町内４校の学校給食で提供したり、町おすすめレシピ

集に掲載したりして、児童・保護者への普及にも努めている。 

 

 

７ 評価指標の測定結果 

（１）共通指標について 

① 児童生徒の食に関する意識に関すること 

ア 朝食を食べることへの価値 

朝ごはんを食べることは大切だと思いますか 

 思う 
どちらかといえば

思う 

あまり思わな

い 

思わな

い 
無回答 

６月 96.6% 2.8% 0.0% 0.6% 0.0% 

１２月 93.4% 5.5% 0.0% 1.1% 0.0% 

  朝食の大切さについては、肯定的な回答の割合が６月、１２月ともに約９９％と

高い水準にある。否定的な回答については個別指導が必要である。 

 

地産地消の取組が認められての受賞 

小カレイの食べ方を動画教材化 

モデル校６年児童が考案 

 

 



イ 共食をすることへの価値 

家族などといっしょに食事をとることは大切だと思いますか 

 思う 
どちらかといえば

思う 

あまり思わな

い 

思わな

い 
無回答 

６月 84.5% 10.5% 2.8% 2.2% 0.0% 

１２月 81.5% 14.2% 2.7% 1.6% 0.0% 

  共食の大切さについては、肯定的な回答の割合が６月、１２月ともに約９５％と

高い水準にある。ただし、「思う」と回答した割合が僅かに減少しているので、今

後も家族等と一緒に食事をとる大切さについて家庭との連携を継続していきたい。 

 

ウ 栄養バランスを考えた食事をとることへの価値 

栄養バランスを考えた食事をとることは大切だと思いますか 

 思う 
どちらかといえば

思う 
あまり思わない 

思わな

い 
無回答 

６月 92.2% 7.2% 0.6% 0.0% 0.0% 

１２月 94.6% 4.9% 0.5% 0.0% 0.0% 

  栄養バランスの大切さについては、肯定的な回答の割合が６月９９．４％、 

１２月９９．５％と高水準で理解が浸透している。「あまり思わない」と回答し

た児童への個別指導が必要である。 

 

エ 食事のマナーを身に付けることへの価値 

食事マナーを身に付けることは大切だと思いますか 
  

 思う 
どちらかといえば

思う 
あまり思わない 

思わな

い 
無回答 

６月 89.5% 7.7% 1.1% 1.7% 0.0% 

１２月 89.6% 9.3% 1.1% 0.0% 0.0% 

 食事マナーを身につけることの大切さについては、肯定的な回答の割合が６月

・１２月比較で１．７ポイント向上し、９８．９％まで浸透している。 

 

オ 伝統的な食文化や行事食を学ぶことへの価値 

伝統的な食文化や行事食を学ぶことは大切だと思いますか｡ 
  

 思う 
どちらかといえ

ば思う 
あまり思わない 

思わな

い 
無回答 

６月 80.1% 16.0% 2.2% 1.7% 0.0% 

１２月 78.7% 17.5% 3.8% 0.0% 0.0% 

 伝統的な食文化や行事食を学ぶことの大切さについては、肯定的な回答の割合

が６月・１２月ともに約９６％を示し、確実に浸透している。 

 

 

 

 



カ 衛生管理の重要性について学ぶことへの価値 

食事のとき、衛生的な行動をとることは大切だと思いますか。 
  

 思う 
どちらかといえば

思う 
あまり思わない 

思わな

い 
無回答 

６月 89.5% 8.8% 0.6% 1.1% 0.0% 

１２月 90.7% 8.2% 1.1% 0.0% 0.0% 

 衛生管理の重要性について学ぶことの大切さについては、肯定的な回答の割合

が６月・１２月比較で０．６ポイント向上し、９８．９％まで浸透している。 

 

② 朝食を欠食する児童生徒の割合 

朝食を毎日食べていますか。 
 

殆ど毎日 週 4〜5日 週 2～3日 週 1日 殆どなし 無回答 

６月 83.4% 7.2% 6.6% 1.7% 1.1% 0.0% 

１２月 82.0% 9.3% 3.8% 1.1% 3.8% 0.0% 

 朝食摂取率については、「殆ど毎日」の割合が１２月に１．４ポイント減少して

いる。学校生活で元気に過ごすために必要なエネルギー源である朝食の大切さにつ

いて、家庭との連携強化や個別指導の充実が必要である。 

 

③ 児童の共食の回数 

朝食を家族といっしょに食べることはどのくらいありますか。 

 殆ど毎日 週 4〜5日 週 2～3日 週 1日 殆どなし 無回答 

６月 77.7% 8.2% 7.6% 1.2% 5.3% 0.0% 

１２月 76.0% 6.0% 7.1% 3.3% 7.6% 0.0% 

  

夕食を家族と一緒に食べることはどのくらいありますか。 

 殆ど毎日 週 4〜5日 週 2～3日 週 1日 殆どなし 無回答 

６月 89.0% 2.2% 7.2% 0.6% 1.1% 0.0% 

１２月 88.0% 4.4% 5.5% 0.5% 1.6% 0.0% 

   朝食・夕食の共食頻度について６月・１２月比較をみると、夕食は「殆ど毎日」

「週 4〜5日」と合わせた割合が１．２ポイント増え、朝食が３．９ポイント減少し

ている。夕食と比べて朝食の共食頻度にまだ改善の余地がある。 

 

④ 栄養バランスを考えた食事をとっている児童生徒の割合   

 

 

 

 

 

主食・主菜・副菜を３つ揃えて食べることが１日２回以上あるのは週に何日ですか 

 殆ど毎日 週 4〜5日 週 2～3日 週 1日 殆どなし 無回答 

６月 52.5% 27.1% 14.9% 3.3% 2.2% 0.0% 

１２月 49.1% 27.3% 14.8% 3.3% 5.5% 0.0% 



   栄養バランスのとれた食事については、「殆ど毎日」と回答した割合が３．４ポイ

ント減り、「殆どなし」の割合が増えている。朝食・夕食で主菜・副菜を整えること

ができるよう、家庭に呼びかけていく必要がある。   

 

（２）独自指標について 

 ① 肥満傾向児出現率の低下：１２．２％（目標値１０％

以下）→１２．１％（H30.12現在） 

   ４月に１２．１％だった肥満傾向児出現率が、９月に

１４．６％、１２月に１２．１％となった。夏休み明

けの９月に増加したものの１２月には４月並の割合に

戻すことができたが、目標値である１０％以下を達成

することができなかった。 

 

② 生活リズムの改善（睡眠・メディアの接触時間・運動） 

 （ア）午後１０時までに就寝する児童の増加→６月：75.1％ １２月：74.3％（−0.8pt） 

（児童アンケート）ふだん、何時ごろ寝ていますか。 
 ９時前 ９〜１０時 １０〜１１時 １１〜１２時 １２時以降 

６月 24.9% 50.8% 19.9% 2.2% 2.2% 

１２月 17.5% 56.8% 18.6% 5.5% 1.6% 

 午後１０時まで就寝している児童の割合が、６月・１２月比較で－１．４ポイントと大きな変化が

みられなかった。午後１１時以降に就寝している児童の割合が＋２．７ポイントと６月以降、就寝時

刻が遅くなっている児童が見られた。 

  

 （イ）メディアとの接触２時間未満の児童の増加→６月：66.9%％ １２月：65.0％（−1.9pt） 

  （児童アンケート）一日にどれくらいの時間、テレビやゲーム、スマホをしたりしていますか。 

 

 

  

 

 

 １日のメディアの接触時間が２時間未満の児童の割合が、６月・１２月比較で－３．０ポイント

と減少している。１時間以下の割合が３．４ポイント増えたものの１時間以上２時間未満の割合が

－６．４ポイント減少している。 

 

 （ウ）１日６０分以上体を動かす児童の増加→６月：76.8%％ １２月：67.3％（−9.5pt） 

  （児童アンケート）１日６０分以上体を動かす日はどのくらいありますか。 

 ほぼ毎日 週に４〜５日 週に２〜３日 週に１日程度 ほとんどない 

６月 59.1% 17.7% 17.7% 2.2% 3.3% 

１２月 44.3% 23.0% 24.0% 3.8% 4.9% 

  １日６０分以上体を動かしている日が「ほぼ毎日」「週に４〜５日」と回答した児童の割合が、

６月・１２月比較で－９．５ポイントと大きく減少している。週３日以内の割合が＋９．５ポイン

トも増加している。 

 

③ 学校給食での地場産物活用率の向上 →H29 年 11 月：52.9％ H30 年 11 月：75.7％ 

  学校給食での地場産物活用率については、平成２９年１１月に５２．９％に留まったが、

今年度は、平成３０年４月６７．２％、平成３０年１１月７５．７％と順調に向上した。 

 １時間未満 １〜２時間 ２〜３時間 ３〜４時間 ５時間以上 

６月 27.7% 40.3% 19.3% 8.8% 3.9% 

１２月 31.1% 33.9% 22.4% 8.2% 4.4% 

震災後、全国平均を上回ってる 

 

 

肥満傾向児の出現率 

 

 



 

８ 成果と課題 

【成果について】 

（１）肥満傾向児出現率の低下：１２．２％（目標値１０％以下） → １２．１％（H30.12 現在） 

 ４月に１２．１％だった肥満傾向児出現率が、９月に 

１４．６％、１２月に１２．１％と、目標値である１０％

以下を達成することができなかった。ただし、児童の肥満

度と肥満度変容には負の相関傾向が見られ、肥満傾向にあ

る児童ほど減少傾向が大きいことが分かっており、「さわ

やかだ」を基盤とした食に関する様々な取組、健康活動

「すこやか」の成果が現れていると考える。 

 

（２）６月・１２月のＢＤＨＱの結果比較：脂肪エネルギー比率の低下・食物繊維摂取量の増加 

  ６月・１２月の肥満度とＢＤＨＱ調査結果の栄養状況を比較したところ、６月にはエネルギー摂

取量や脂質に過剰摂取傾向が見られたが、１２月の結果からは、脂肪エネルギー比率が有意に低下

（６月→31.1±5.0､１２月→29.9±5.0  p<0.05）し、

食物繊維摂取量（6 月→10.8±3.4、12 月 11.7±3.4, 

p<0.05）が有意に向上していることが分かっ

た。このことは「さわやかだ」をスローガンに

実施した食育講座や食に関する指導、減塩キャ

ンペーン等によって食習慣の見直しが図られ、

野菜類の摂取量の増加と脂肪を含む食品の摂取

量抑制につながったと考える。 

 

（３）個別の肥満指導「すくすく教室」参加児童の肥満度減少 

個別の肥満指導「すくすく教室」（対象４学年以上）に参加した児童の肥満度変容の平均が 

－４．５ポイント、「すくすく教室」に参

加しない・対象学年になっていない児童の

肥満度変容の平均が＋０．７ポイントとい

う結果になり、肥満の個別指導を受けてい

る児童ほど肥満度の減少傾向が大きいこと

が分かった。また、「すくすく教室」に参

加した児童の家庭における肥満指導実施状

況を見ると、肥満度変容と「すくすく体操

をする」「ジュースの代わりに糖分を含ま

ないお茶や水を飲む」の２つ指導項目と肥

満度減少に高い相関が見られ、適度に負荷

のある運動を継続することや糖分の過剰摂取をコン

トロールすることで高い効果が見られることが分か

った。個別の肥満指導「すくすく教室」において、

家庭の協力がある児童（肥満度平均－１３．０ポイント）とそうでない児童（肥満度平均－０．５

肥満度と肥満度変容は負の相関傾向 

 

 

６月・１２月実施 BDHQ 調査結果の比較 

 

 

６月・１２月実施 BDHQ 調査結果の比較 

 

 



ポイント）を比較すると１２．５ポイントの差が見られ、家庭の協力無しでは効果が現れにくいこ

とが改めて分かった。 

  

（４）「睡眠」「メディアとの接触時間」「運動」などの生活リズムの改善→保護者の意識が向上 

 「新地町食と生活のアンケート」の児童回答の６月・１２月比較では、午後１０時まで就寝する

児童の割合とメディアとの接触時間２時間以内の児童の割合がそれぞれ－０．８ポイント、－１．

９ポイントと微減していた。また、１日６０

分以上体を動かす児童の割合についても 

－９．５ポイントと大きく減少していた。保

護者回答の６月・１２月比較では、子どもと

決めている就寝時刻が午後１０時までの割合

が＋７．０ポイント、子どもと決めているメ

ディアの接触時間が２時間以内の割合が 

＋５．５ポイントと改善傾向が見られた。子

どもが体を動かすことについて「意識して実践している・ときどき意識して実践している」割合は

＋２０．４ポイントと大きく改善した。児童に比べて保護者の意識や実践に改善傾向が見られる結

果となった。児童・保護者対象にこのようなアンケートを実施した場合、保護者の関心が低いため

に保護者の結果が児童を下回ることが多いが、今回は保護者が児童を上回る結果となった。これ

は、児童が学んだことを保護者に伝える「食育ニュース」、定期的に食育の取組を伝える町広報紙

「食育しんち」、教育委員会ホームページで食育講演会等のダイジェスト動画や当日の活動の様子

を伝える記事の公開により、家庭との連携を深めながら周知活動に継続的に取り組んできたこと

で、生活リズムの改善について保護者の意識が高まった現れと考える。 

  

（５）学校給食での地場産物活用率の向上 ：目標値６０％以上→７５．７％（H30.11 月現在） 

 良好な天候による地場産野菜の流通量増加や栄

養教諭と地元生産者や給食食材納入業者、市場関

係者らとのきめ細かい連携により、学校給食での

地場産物活用率が７５%を超え、目標値６０％を

大きく上回ることができた。今年度の学校給食に

おける地場産物活用については、米は新地産コシ

ヒカリと天のつぶ、新地特産のにらやねぎ、トマ

ト、りんごを含む全て野菜・果物類、魚介類は３種類増えて小女子、しらす、たこ、いか、ひら

め、あじ、ほっき貝、さより、カレイ、いなだ、かすべ、ミギガレイ、青のり、イシガレイの１４

種類となっている。風評被害の影響が大きい地元産魚介類の取扱種類が年々増加しているが、それ

に対して保護者や地域からの問い合わせやクレーム等が全く無かった。これも栄養教諭を中心に継

続的に安心安全を周知してきた取組の成果であると考える。 

 

（６） 家庭の地場産物活用率の向上：「意識的に取り入れている」と回答した家庭の割合が向上 

家庭における地元産野菜類の活用については、１２月現在で８２．２％の家庭が「意識的に取り

入れている・ときどき意識して取り入れている」と回答している。地場産魚介類については「意識

的に取り入れている・ときどき意識して取り入れている」と回答した家庭が４７．４％に留まって

いる。 

個別の肥満指導対象・対象外等の比較 

 

 

「睡眠・メディア・運動」：児童・保護者の意識比較 

 

 

家庭での地場産物活用のきっかけとなる 

 
学校給食での地場産物活用率 

 

 



ただし、野菜類・魚介類ともに「意識的に取

り入れている」と回答した家庭が野菜・魚介類

ともに＋８ポイント以上増えており、「ときど

き意識して取り入れている」と回答している家

庭が「意識的に取り入れている」ようになった

ことが考えられる。地場産野菜・魚介類ともに

「意識して取り入れている」割合が向上してい

ることから、地場産物に対する信頼が順調に回

復浸透してきている現れである。今後も安心安全かつ新鮮で栄養価の高い地場産物の良さを積極的

にアピールしながら、家庭への啓発活動を継続していきたい。 

 

【今後の課題】 

（１） 個別の肥満指導「すくすく教室」の充実 

 今年度の個別の肥満指導では、家庭の協力を得ながら肥満指導に取り組んできた児童の肥満度変

容の平均値（－１３．０ポイント）と個別指導への不参加・対象外（３学年以下）児童の肥満変容

の平均値（＋０．７ポイント）に大きな差（１３．７ポイント）が見られた。また、個別の肥満指

導に参加した児童と不参加・対象外児童とで肥満度が増加した児童の割合を見ると、参加した児童

で肥満度が増加した児童の割合が１８．２％に対して、不参加・対象外児童は５３．８％と半数以

上が増加傾向にあることが分かった。肥満傾向児童の出現率が１２．１％に留まったのは、個別の

肥満指導への不参加・対象外児童の肥満度が増加傾向にあるためと考える。今後は、参加を希望し

ない児童とその保護者に個別の肥満指導「すくすく教室」への参加を積極的に呼びかけるととも

に、現在対象外である３学年以下の児童に対しても発達段階に応じた個別の肥満指導、例えばダイ

エットを意識させるのではなく「１日６０分以上体を動かす」「ジュース類を控えお茶や水を飲

む」などの生活習慣の改善を中心とした指導を展開していく必要がある。また、個別の肥満指導を

実施する際は、家庭の協力が非常に効果的であることを保護者に伝え、さらに家庭との協力・連携

を深めていきたい。 

（２） 痩身傾向児童の改善 

  痩身傾向児童２名は兄妹関係にあり、兄に不登校傾向があるため十分な個別指導を実施すること

ができなった。個別の健康指導は、生徒指導面の改善無しでは効果が得られないことを改めて認識

せざるを得ない結果となった。次年度、兄は町内の中学校に進学する。今後も小中学校との連携を

進めながら痩身傾向児への指導を充実させていくとともに、保護者の協力を得ながら適切なエネル

ギー摂取量について粘り強く指導していく必要がある。 

（３） 児童の生活リズム、特に「睡眠・メディア・運動」の改善 

「就寝時刻が午後１０時まで」の割合が６月・１２月比較で－０．８ポイント、「１日のメディ

アとの接触時間２時間以内」の児童の割合が６月１２月比較で－１．９ポイントと改善が見られな

かった。就寝時刻が午後１０時以降の児童、メディアとの接触時間２時間以上の児童の割合が増加

したためである。モデル校では、健康活動「すこやか」を通して食習慣・生活習慣・運動習慣の３

観点でめあてを設定し、担任や保護者から実施結果についてコメントすることで、学校・家庭の連

携による食・生活・運動習慣の改善を図ってきたが、取組も５年目を迎え徐々に形骸化しているこ

とが考えらえる。今後も児童の自己マネジメント力の育成が重要となることから、めあて設定の段

階から主体的に関わらせるとともに、意識が高まっている保護者の関わりを深めながら、継続的に

取り組んでいく必要がある。 

   家庭での地場産物活用率（６月・１２月） 

 

 



（４） 家庭における地場産物活用の充実 

 学校給食における地場産物活用率の向上や地場産物を積極的に活用した食育講座をきっかけに、

家庭における地元産野菜の活用率が８２．８％まで向上したが、地元産魚介類については根深い風

評被害の影響により４７．４％に留まっている。保護者は、地元産魚介類を学校給食へ活用するこ

とに対して反対する意見は無く、「安全性が確認された魚介類については学校給食で活用してよ

い」と回答していることから、今後も学校給食での地元産魚介類の活用を拡充したり、食育講座等

で地元産魚介類の良さをアピールしたりしながら、風評被害によって低下した家庭での地元産魚介

類の活用率を改善していきたい。 

 

 

９ 情報発信と普及の計画 

◯ 実践事例集・・・８００部作成して配布 

   実践内容、意識調査結果、成果と課題等を冊子にまとめたものを、県内市町村教育委員会、域内

小・中・県立学校、関係機関等に配布し、モデル校での取組を周知する。 

 

◯ 子どもとつくるさわやかだレシピ集・・・４００部作成して配布 

   現在までの食育講座で取り扱ったレシピを子ども向けにリデザインしたものを冊子にまとめ、新

地小保護者及び県内市町村教育委員会、関係機関に配布し、モデル校での取組を周知する。 

 

◯ 食育パンフレット ・・・３,０００部（町予算） 

今年度の取組のダイジェスト及びわが家のおすすめ料理コンテスト最優秀賞レシピをまとめたも 

のを、A４版４ページ見開きにして町内全世帯に配布し、地域に対しても成果を周知する。 

 

◯ 学校給食おすすめレシピ集 ・・・２００部（町予算） 

「学校給食・おすすめレシピ集」を保護者向けに作成し配布することで、「さわやかだ」メニ

ューを保護者にも周知する。同レシピ集を町教育委員会ホームページに掲載し、さらに広く周知

できるようにする。 

 

◯ ホームページ掲載「新地町の食育」https://kyoiku.shinchi-town.jp/?page_id=152  

食育講演会の配布資料やダイジェスト動画、運動不足解消のために開発した 

「すくすく体操３」、「運動遊び」、町作成食育レシピ集などを町教育委員会ホ

ームページに掲載し、町内外の小・中学校や地域の方にも、今年度の取組を広く

周知していく。 

 



平成 30年度「つながる食育推進事業」成果報告書 

 

 

１ 取組テーマ 

  「つながる食育」～生徒の「今」、そして、「未来」につながる食に関する指導～ 

 東日本大震災の原発事故から７年が経過し、帰還する地域が多くなるなどして、福島県内の児童

生徒の屋外での活動制限は部分的なものとなったものの、生活習慣の変化に伴い肥満傾向児の出現

率が高い状況が続くと共に、本校においては、痩身傾向児の出現率も全国より高く課題となってき

た。 

 本事業では、教育活動全体を視野に、食に関する指導、食や健康に関する教育相談体制を構築す

る中で、教科等横断的な学習を展開し、食に関する知識について関連性・系統性をもって学ぶ学習

を位置づけた。また、生徒一人一人の食生活状況調査や発育状況調査、活動量調査、摂取基準値の設

定など、個々の課題を生徒自らに把握させ、課題に応じて主体的に望ましい食習慣のあり方につい

て考え、それを現在の家庭につなげ、学習の定着をもって自らの将来につなげていくことによって、

家庭での食生活を含め、生涯にわたって、望ましい食生活を送ることができる食に関する自己管理

能力の育成を目指す。 

〈具体的な取組〉 

 ① 生徒一人一人の生活習慣と運動量・体格等の実態の把握・分析 

 ② 食生活の課題と変容を把握させる食育指導と保健体育科を中心とした身体運動プログラムへ

の取組 

 ③ 食の流通や安全などの視点から、食料生産を通じて持続可能な社会を見つめさせる取組 

 ④ 給食試食会・料理教室を通じ、望ましい食生活のあり方に関する啓発活動 

 ⑤ 栄養教諭配置校での「スーパー食育スクール事業」と「つながる食育」事業の長期にわたる実

践・評価をもとにした、「共食」を含めた「つながる食育」の成果と課題の検証 

 ⑥ 健康指導と食育相談を系統的に設定し、食と健康の関連を意識させる取組 

 ⑦ 本事業の実績・評価を基にした実践プログラムの県下への啓発活動 

 以上のような取組を通して、望ましい食習慣を形成し、現在の生徒、さらには、未来につながる自 

己管理能力を身に付けられる食に関する指導の実践・評価にあたる。 

 

２ 推進委員会の構成 

「つながる食育推進委員会」（新地町教育委員会と合同開催） 

 委員長    三春町立三春中学校長 

 副委員長   新地町立新地小学校長 

委 員 

受託者名 福島県 

モデル校名称 三春町立三春中学校 

対象学年及び人数 全学年 ３２４名 

栄養教諭等の配置 平成２５年度から栄養教諭を１人配置 



医師                   桜の聖母短期大学教授 

郡山女子大学准教授            公立大学法人会津大学短期大学部准教授 

福島県ＰＴＡ連合会代表          福島県学校保健会養護教諭部会長 

福島県学校給食研究会栄養士部会長     （公財）福島県学校給食会専門栄養技師 

三春町教育委員会栄養士          新地町教育委員会課長補佐兼指導主事 

三春町立三春中学校栄養教諭        新地町立新地小学校栄養教諭 

福島県教育庁健康教育課課長        福島県教育庁健康教育課主幹 

福島県教育庁健康教育課主任指導主事    福島県教育庁健康教育課指導主事 

福島県教育庁県中教育事務所指導主事    福島県教育庁相双教育事務所指導主事 

 「つながる食育推進実行委員会」 

  委員長    三春町立三春中学校長 

  委 員  

   福島県教育庁健康教育課指導主事（２人） 福島県教育庁県中教育事務所指導主事 

   三春町教育委員会教育長         三春町教育委員会教育次長 

   三春町教育委員会学校教育グループ長   三春町教育委員会栄養士 

   三春町校長会長             三春町立岩江中学校長 

   三春中学校教頭             三春中学校養護教諭 

   三春中学校栄養教諭           三春中学校保健主事 

   三春中学校食育コーディネーター     三春中学校ＰＴＡ会長 

   郡山女子大学准教授           生産者代表 

 

３ 連携機関及び連携内容 

連携機関名 連携内容 

学校法人郡山開成学園 郡山女子大学 〈准教授による指導助言〉 

・評価方法の指導助言 

・活動量調査全体の指導助言 

・食生活調査全体の指導助言 

・学校給食の献立に関する指導助言 

・食事量調査の集計・分析 

・食育講演会講師  ・資料提供 

〈学生による調査の集計・調査〉 

・各種調査の集計 

・料理教室の実習補助 

・栄養アドバイス教室 

三春中父母と教師の会 ・料理教室の支援 

・食育推進実行委員会への参画 

三春町学校保健委員会 〈学校医・薬剤師による指導助言〉 

・食に関する指導・助言 

三春町教育委員会 

三春町保健福祉課 

〈栄養士による協力〉 

・料理教室、食生活調査協力 

三春町教育研究会 ・授業研究会、事後研究会による研究協力 



三春町内小・中学校 

県内小・中学校所属栄養教諭 ・栄養教諭食育推進研修会での情報提供 ・授業公開 

福島県教育庁健康教育課 〈県事業との連携〉 

・県教委編集「自分手帳」の活用 

・ふくしまっ子食環境整備事業の推進指導 

・学校における食の担当者連絡会議、ふくしまっ子の

食環境を考える会への情報提供 

ＪＡ福島さくら 

生産農家 

・地産地消と他地域へのつながり 

・農産物の流通  ・放射線への対応 

・食材の提供 

株式会社 タニタヘルスリンク ・体組成計測定 

 

４ 取組前のモデル校の状況 

 町中学校再編により平成２５年度に新生三春中学校として誕生し、開校当初より栄養教諭が配置

され、県指定「学校における食育推進プロジェクト」事業を実践してきた。 

  本事業の基本的な取組は、全校生の体格を把握し、学校給食摂取基準を基に学校給食を管理し、

一方で、食生活状況調査から、肥満・痩身傾向児の出現率と食生活・生活習慣の実態とをクロスさ

せ、分析することで課題把握を行い、栄養教諭と学級担任、保健体育科、技術・家庭科教諭とＴ･Ｔ

体制で食に関する指導・授業を実践してきた。また、養護教諭と連携して肥満・痩身傾向の生徒へ個

別指導や保護者への啓発等を行い、望ましい食習慣の形成に努めてきた。 

  平成２６年度からは、同プロジェクトの成果を市町村立学校の管理職を対象にした研修会等で実

践報告するなど、広く食育に関する県内外への普及・啓発活動に努めてきた。同時に、栄養教諭研修

会及び地区学校給食会栄養士部会の研修会で授業を提供してきた。 

  平成２７年度から「スーパー食育スクール」指定を２年間受け、食生活の実態を把握するととも

に、活動量に応じた消費エネルギーをデータ化し、生徒一人一人に食に関する課題を提示すること

で食育への取組の意識化・実践化も図ってきた。また、具体的な取組として、学校給食を基準目安量

として提供し、家庭での食習慣の見直しを図るなど行動化を促してきた。指定２年目には、年間を

通し、体力・運動能力向上につながる身体運動プログラムに取り組み、摂取量にふさわしい運動量

確保を意識させた。さらに、親子料理教室や学識経験者による食育講演会を開催するなどして、食

生活に対する家庭の意識を高め生徒の望ましい食環境整備を図ってきた。 

 平成２９年度は、「つながる食育推進事業」の指定を受け、それまでの実践・評価に基づき、行政

との連携のもと、身体測定・体組成計・県教委作成の「自分手帳」への記入による自己理解促進、中

学校区学校保健委員会との連携、各教科等との連携指導による身体運動プログラム、食事目安量の

意識化、バランスのとれた食事、食育と家庭をつなぐ「トリセツ」学習、地域の生産者の外部講師招

聘や地産地消をめざし地場産品の給食への導入などに取り組んできた。 

 ２年間の「スーパー食育スクール」事業に引き続いて１年間、「つながる食育推進事業」に取り組

んできたが、震災後の原発事故による生活習慣の変化や地域の実態から、次のようなことが課題と

して挙げられる。 

・屋外での運動量の減少や体力の低下と幼児期からの長期的な生活習慣の改善の必要性 

・食に関する知識の乏しさや女子生徒に多い痩身願望への対応 

・肥満、痩身傾向児の出現率が運動量の多い時期とそうでない時期とに大きな幅があることへの対 

 応 



・部活動引退後の３年生の運動量を確保するための対応 

・体力・運動能力向上の面で男子に課題があることへの対応 

・給食を基盤とした食育指導が、家庭の食習慣の改善に効果的に働いていないことへの対応 

・カリキュラムマネジメントの視点から、食育が、全教育活動の中で、関連性、系統性をもって教 

育課程の中に計画されていないことへの対応 

・学校での食育指導の定着が家庭の食生活につながり、将来的に、食に関する自己管理ができるよ

う実践化にまでつながっていないことへの対応 

・高度肥満など、家庭での食習慣の改善が必要な生徒へ個別の支援のあり方 

課題解決のためには、「つながる」対象を明確に意識すると共に、教育課程の中に、食・健康・相  

談が関連性、系統性をもって設定されていること、食の大切さや食育の必要性を、意識化・実践化に

つなげるため、可能な限りの機会と場を設定し発信すること、健康管理や栄養管理の正しい知識を身

に付け、適切な食事量とエネルギー消費量のバランスを理解し、自己管理できる生徒を育成すること、

それを支える家庭での食習慣の改善に「つなげる」ことなど、望ましい食生活を「現在」さらには「未

来」につなげ、現在そして未来にわたって幸せな生活を送ることができるための実践が必要である。 

 

５ 評価指標の設定について 

（１）共通指標について 

① 児童生徒、保護者の食育に関する意識に関すること 

ア 朝食を食べることへの価値 

イ 共食をすることへの価値 

ウ 栄養バランスを考えた食事をとることへの価値 

エ 食事マナーを身に付けることへの価値 

オ 伝統的な食文化や行事食を学ぶことへの価値 

カ 衛生管理の重要性について学ぶことへの価値 

② 朝食を欠食する児童生徒の割合 

③ 児童生徒の共食の回数 

④ 栄養バランスを考えた食事をとっている児童生徒の割合 

※ 共通指標は、児童生徒アンケートによって測定する。 

（２）独自指標について 

  〇 肥満・痩身傾向児の出現率を全国の出現率を基準に運動量の多い時期と少ない時期、３年生

の部活動引退後の運動量を考慮して設定した。 

 肥満傾向児出現率 痩身傾向児出現率 

運 動 量 多 少 多 少 

男子 
１・２年 

10～12％ 11～13％ 1～3％ 2～4％ 
３年 

女子 
１・２年 9～11％ 

11～13％ 2～4％ 2～４％ 
３年 10～12％ 

〇 新体力テストの結果 

 段階％ A B C D E 

男子 
目標比率 5 30 40 25 0 

H29 比率 2.0 18.0 32.0 32.0 16.0 



女子 
目標比率 15 45 30 10 0 

H29 比率 14.5 41.8 29.1 12.7 1.8 

 

６ 実践内容（評価指標を向上させるための仮説（筋道）を含めて） 

食に関する指導には、一般化して身に付けるべき事柄と、体格差や発達段階、食を取り巻く家庭環 

境等、個々の実態に応じて検討し、取り組むべき事柄がある。 

本事業では、教育活動全体を視野に、食に関する指導、食や健康に関する教育相談体制を構築する。 

各種調査結果から、個々の課題を把握させ、課題に応じて主体的に望ましい食習慣のあり方について

考え、それを現在の家庭につなげ、学習の定着をもって自らの将来につなげていくことにより、家庭

での食生活を含め、生涯にわたって、望ましい食生活を送ることができる食に関する自己管理能力の

育成を目指した。 

さらに食に関する指導だけでなく、摂取基準値に見合う運動量の確保するために、年間を通じ、保 

健体育科を中心に「身体運動プログラム」（ダンス）に取り組ませることによって、運動量と食事量の

目安を理解させ、運動能力の向上を目指した。 

【アプローチ１】 生徒一人一人の食に関する課題、適切な運動量を提示することで食と体力向上へ

の意識化を図る取組 

 〇 生徒の実態調査と把握及びデータ分析 

 ① 栄養教諭、養護教諭、学級担任の連携 

  ・発育測定（体組成計）から肥満・痩身傾向児の出現率の実態を把握した。 

  ・養護教諭による保健指導を通して実態を分析し、「自分手帳」に記入させ、個々の実態を把握    

させた。 

  ・栄養教諭と学級担任が連携し、「共食」や「栄養バランス」などの生活習慣も含めた食生活状 

況調査を実施し、生活習慣の把握、食への意識化を図り、生徒の変容の把握に努めた。 

  ・保護者を対象とした家庭での食習慣状況調査を実施し、家庭の食に関する   

興味・関心などについて実態把握に努めた。 

  ・給食委員会を機能させ、「朝食を見直そう週間運動」期間に朝食の効能や   

朝食レシピ等の広報・啓発活動を行い、食に関する意識を高めた。 

 ② 学識経験者との連携 

  ・生徒個々の体組成（体脂肪率、筋肉量、推定骨量）のデータを分析し、本校  

の実態と傾向及び課題を把握した。 

  ・中学生・高校生のための食事質問票による食習慣調査を実施し、個々の実態と傾向及び課題 

を把握した。 

  ・食生活状況調査や保護者を対象にした食習慣調査を分析し、課題を明らかにした。 

  ・活動量調査による個々のデータを把握し、総括的にデータを分析した。  

  ・学識経験者による、活動量調査の実態分析・考察から、栄養管理についての指針を受けて、食

に関する指導を行った。 

 ③ 三春中学校区学校保健委員会との連携（三春中、三春小、御木沢小、中妻小、中郷小、沢石小 

の６校） 

  ・各校の管理職、養護教諭、保健主事、栄養職員、学校医、学校薬剤師、PTA 代表が参加し、当 

学区児童生徒の健康上の課題について、長・短期的に実態を把握し、その傾向や発達段階で

の課題を明らかにした。 

  ・発育健康状況や食習慣の観点から、歯科、肥満と痩身、ノーディスプレイ運動の３分科会に分  

【給食委員会によるポスター】 



かれ協議を行い、状況報告と共通理解、課題の提示、取組の方策等を明らかにして、学校医、

薬剤師からの食に関する指導・助言の場を設けた。 

【アプローチ２】 学校給食を基準目安量（portion size）として示し運動量と食事量の相関関係

を自覚させる取組 

 ○ アンケートや調査の実施と実態を基にした食に関する指導 

  ① 年間を通じた「食育だより」の発行と本校 Web ページでの食に関する情報提供を行った。 

  ・栄養教諭から、給食の献立をもとに中学生として望ましい食習慣について、生徒・保護者を対 

象に資料を配付した。 

  ② 総合的な学習の時間における栄養教諭によるＴ・Ｔ 

  ・発育測定と体組成計のデータから望ましい生活習慣について、食習慣

の改善をねらいとした食に関する指導を実施した。  

   ＊１年「生活のリズムは朝食から」の授業実践 

 ＊２年「スポーツと食事」の授業実践 

   ＊３年「バランスのとれた食生活」の授業実践 

  ・「自分手帳」に授業の学習内容や感想を記入させ、自覚を促した。  

・学習内容を家族に伝えるためにワークシートに保

護者からの記入欄を設け、食生活について家庭で

考える機会とした。 

  ・学校の学びを家庭につなげるツールとして、３年 

生の総合的な学習の時間に「トリセツ」を作成し 

た。健康な生活を送るためにはどんな食事が必要 

かについて、食事を作ってくれる家族に伝え、親子  

で食を考え、意識化・実践化を促した。 

  ③ 保健体育科における栄養教諭とのＴ・Ｔ 

  ・保健体育科の中で、年間を通じて体力・運動能力向上につながる身体運動プログラムを実施

し、日常的に運動量と食事量を調整できるよう行動化を促した。 

  ・食と運動の関係に目を向けさせ、そのデータを累積するため「自分手帳」へ記入させ、日常生    

活への活用を図った。 

  ④ 技術・家庭科における栄養教諭とのＴ・Ｔ 

  ・給食の献立を基準に、必要な栄養素を中心とした食事の内容と摂取量との関係から、「食生活    

の改善を図る学習」「バランスのとれた食事のための献立作成と調理実習」を実施した。 

   ＊「健康と食生活・食事の役割・生活習慣と食事・中学生に必要な栄養・ 

食品と栄養素」 

  ・成長期の中学生に必要な栄養を摂るための献立を考えさせ、食生活に関 

心をもち、よい食習慣を身に付けさせる大切さに気づかせた。 

   ＊「地域の食材と食文化」 

・消費者改善センターの方々（地域の高齢者）に協力をいただき、郷土に 

伝わる料理の調理実習と食文化について理解を深めた。 

【アプローチ３】 保護者を対象にした給食試食会及び食に関する講演会等を行う機会を設ける

ことで、給食を基準とした食事量（基準目安量）を基に、消費エネルギー量・

運動量との相関関係を家庭でも把握し、家庭の食習慣を見直す取組 

  ○ 望ましい食環境を整えるための家庭への啓発 

【郷土料理実習】 



   ① 家庭との連携 

   ・教育相談や授業参観の機会を利用して、保護者を対象にした給食試食会と家庭での望まし 

い食習慣に関する講演会を実施した。 

   ・学校給食を基準目安量（portion size）として、家庭での食事量について確認できる方法と  

して、「３･１･２お弁当箱法」による目安量のとらえ方や推定エネルギー必要量から算出

した生徒個々のご飯の量を配膳した。 

   ・保護者を対象とした食習慣調査を基に、家庭での食生活について講話を行った。 

   ・「自分手帳」を活用し、食と健康に関する生徒個々のデータと食育での取組を家庭に知らせ   

ることで、保護者への啓発を行った。 

   ② ＰＴＡとの連携 

   ・親子料理教室を開催し、望ましい食習慣と食の大切さについて啓発し、 

    来られない保護者には学校、食育だよりやホームページ上で内容等を 

お知らせした。 

    ＊「和食のプロから学ぶ料理教室」 

～おせち料理から日本料理を学ぼう～ 

      講師 ホテル華の湯総料理長 齋藤 正大 

 

【アプローチ４】 「自分手帳」の活用を図り、食生活状況調査や運動能力調査、発育状況調

査、活動量調査等の各種データから個々の実態を把握させ家庭にも知らせ

る。さらに、保健体育科の学習で年間を通して身体運動プログラムを実践

し、消費エネルギー量の目安を把握させ体力の維持・向上を図ろうとする

意識を育て行動化を促す取組 

   ① 保健体育科の学習を通して、生徒一人一人が自分の消費エネルギー量の目安を把握し、 

食事量との相関から行動化を促し、体力の維持・向上を図ろうとする意識を育てた。ま

た、年間を通して身体運動プログラムに取り組むことで、身体を動かす楽しさを体感さ

せ、運動量の確保をねらいに望ましい生活習慣の実践化を図った。 

   ② 食生活状況調査の結果や活動量調査のデータ、発育測定と体組成計のデータ、活動量調

査による基礎代謝量と消費エネルギー量などのデータから、目安となる運動量と給食を

基準とした基準目安量（portion size）等の情報を「自分手帳」に記録し、望ましい生活

習慣を考える一環として食に関する指導を行った。 

   ③ 保健体育科の取組として身体運動プログラムに「ダンス」を取り入れ、楽しみながら身

体を動かす活動を継続的に実践し、特に、「ダンス」への取組は体力の維持・向上以外に

も、自己表現力の育成やリフレッシュ効果、他との連帯感、達成感、称賛の相乗効果等、

心身ともに充実感・満足感が得られるなどの効果があった。さらに、部活動での活用や学

校行事での発表などへと学習活動が広がった。 

   ④ 給食の献立を基準とした栄養素と望ましい食事の内容について、「食育だより」やホー

ムページを通して生徒・保護者に情報提供を行った。 

【アプローチ５】 食料自給率や世界人口の推計などから、食品・食料の安全、流通などについ 

て、世界的な視野から捉えさせる取組 

○ 外部の関係機関の方々と連携した、食に関する教科等横断的な取組 

   ① ２学年職場体験で地元の食材生産事業所を体験させ、食を取り巻く環境を理解し、食の

安全・安心、従事者の職業観・使命感、食の安定供給等について学んだ。 



   ・町の特産品である「ブルーベリー」の農家での摘み取り作業や加工品作りなどを行った。そ 

の後、給食でも町のブルーベリーを使用した献立を提供し、生徒の感謝の心や郷土愛を深

めることができた。 

【アプローチ６】 学識経験者の講演会などを通して、生徒自身・保護者の生活習慣や食習慣に

関わる意識を高め、生徒の望ましい生活習慣・食環境の整備を図る取組 

① 学識経験者と連携し、本校の課題に沿った「食と健康」についての講演会を開き、食と健    

康との関わりについて理解を深めた。 

   ② 学識経験者を講師に、本校の食に関する課題を具体的に取り上げて食育講演会を開き、 

食に関する家庭での意識を高めた。 

＊「今と未来がつながる食育」 

      講師 郡山女子大学 准教授 亀田明美 

    ③ 本事業を学術的な見地から推進していくために、郡山女子大学家政学 

部と連携し、指導助言をいただいたり、各種データの処理・分析を依 

頼したりした。 

【アプローチ７】 長期の実践と実績を基に実践プログラムを構築させ一般化を図る取組 

○ 本事業の評価と検証 

   ① 一連の食に関する指導を通して、生徒一人一人が望ましい食習慣を意識し、生活様式の 

改善と行動化を検証する。 

     ・「標準体重」の生徒数の増減 

     ・家庭での生活習慣を含めた食生活状況の変容 

     ・運動能力調査での成果 

○ 本事業の実績を基にした実践プログラムの啓発 

   ① 学校公開による研究発表を開催した。また、実践成果をリーフレットにまとめ県内の小

中学校に配付することで、実践を公表した。 

   ② 検証、実践評価には長期的な取組と調査分析が必要なことから、複数年の事業実績を基

に実践プログラムを構築、一般化を図っていきたい。 

【アプローチ８】 保健指導では年度当初の保健調査と定期の発育測定、学期末の成長記録配付、

食の指導では、７月、１１月の年２回実施される教育相談の際に、肥満・痩身

や食に関する相談項目を設定することで、年間を通して保健指導と食に関す

る相談を関連させ、食と健康の意識向上を図る取組 

  〇 保健指導における年度当初の保健調査と定期の発育測定、学期末の成長記録の配付 

① 栄養教諭、養護教諭、学級担任の連携 

・発育測定から肥満・痩身傾向児の出現率の実態を把握した。 

・養護教諭による保健指導を「自分手帳」に記入させ、保健指導の学びを記録 

    ・定期の発育測定から変容を把握し、肥満・痩身傾向を把握した。 

      ・「自分手帳」活用と学期末の健康記録表配付による自己理解を促進した。 

 〇 食の指導の対象者の肥満・痩身や食に関する相談機会の確保 

     ・食育相談時に使用する教育相談票に肥満・痩身、食や健康に関する相談事項を設定した。 

     ・学級担任は、相談内容を養護教諭、栄養教諭に「つないだ」 

     ・養護教諭と栄養教諭は、相談内容への回答を協議し、学級担任を介し相談者へ回答した。 

     ・相談者は「自分手帳」に記録し、食や健康に関する自己理解に「つなげた」 

 



７ 評価指標の測定結果 

（１）共通指標について 

〇栄養バランスを考えた食事をとることの意識と回数 

 

 

〇家族との共食回数 
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（２）独自指標について 

〇肥満・痩身傾向児の出現率 

 

 

〇新体力テスト総合評価 
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８ 成果と課題 

・学校給食を食事摂取の基準目安量として捉えさせ、給食の時間に計量器を用い繰り返し配膳指導を

行ったことで、痩身傾向児の出現率が２．１６ポイント減少した。１年生男女に痩身傾向の生徒が

０％となった。（４月３．７０％ １月１．５４％） 

・保健体育科の学習で、準備体操等に身体運動プログラムを取り入れ、年間を通して取り組んだこと

で、女子において新体力テストの総合評価のＡ・Ｂ判定が評価指標より良好であった。（Ａ判定 評

価指標１５％ ２０．５％ Ｂ判定４５．０％ ５０．０％）また、男子においても２９年度よりＢ

判定が９．３ポイント増加し、平均的なＣ判定も６．６ポイント増加した。 

・３年生の総合的な学習の時間では、学校での学びを家庭につなげる「トリセツ」を作った。生徒個々

の栄養状態や体組成計の測定結果、中学校での食育のまとめとそれをもとに生徒が考えたバランス

のよい食事の必要性を家族に、そして、未来の自分に伝えるツールとし、親子で取り組める内容を

考え、実行週間に実践してもらうなど、家庭での食を見直す機会を作った。 

・肥満傾向児の出現率が２年生女子を除いて、４月よりも１月の発育測定の結果は増加傾向にある。 

特に１年生女子で９．７８ポイント、２年生男子３．４６ポイント、３年生男子７．９９ポイント、

３年生女子で５．６８ポイント増加し、評価指標を上回った。活動量が減る冬場においては、それま

で標準の判定であった生徒が、軽度肥満に移行したり、軽度肥満の生徒が、中等度、高度肥満に移行

したりする傾向もみられることから、本校オリジナルのダンスなど、全校生徒が一緒になって活動

できる取組を取り入れていきたい。全校生徒が楽しく踊ることができ、かつ、運動量も確保できる

ようなダンスを外部講師と一緒に生徒会が中心となり進められるよう手立てを考えていきたい。 

・教育相談の際に健康や食についての相談が０件であった。保護者がいつでも養護教諭や栄養教諭に

相談できる体制を構築していかなければならない。 

 

９ 情報発信と普及の計画 

○ 授業公開 
 ・実践事業の研究公開（中間報告会）の開催（１２月） 

  ・食育の授業（６月、９月、１２月） 
○ 事業の進捗状況や研究成果、課題等を本校ホームページに随時掲載 
○ 県教育委員会主催の研修での広報活動 
  ・栄養職員経験者研修での実践発表（７月） 
○ 事業実践リーフレットの作成及び配布（２月） 

 

 

 

 

 

 

 


